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 災害発生前：予防・予測に有効な技術等 災害発生後：対応・復旧に有効な技術等 

災害全般 

 防災訓練の計画立案と訓練実施を支援するシステム 

例：マンション内避難生活の実現促進プログラム（自助・  

   共助両面でマンションの防災対策を段階的に支援） 

 国際規格への準拠等、実効性のある事業継続計画の策定

を支援するシステム・サービス 

例：自然災害発生後の２次災害シナリオ・影響評価なら  

  びに BCP 等の点検 

 各種自然災害による被害を定量的に評価する技術 

例：自然災害による財物への被害や事業停止を伴う休業 

    損失を事前に定量的に把握するリスク計量技術 

 遠隔操作により被災地への救援や被害状況の把握を行う
ロボット 
 災害発生後、水質や農地等の汚染を除染・清掃する技術 
例：津波被災農地の修復技術 
 被害情報、避難情報、安否情報等を集約し、インターネッ
ト等を通じ発信するシステム 
例：市民自らが防災情報の収集に協力し、避難行動に役立 
  つ情報共有を行うことができるシステム 
 各種ライフラインを安全性を担保しながら効率的に復旧
させるシステム 
 被災者台帳をもとに生活再建を支援するシステム 
 各種技術を使用することにより災害発生予測、情報発信等
を行う災害対応総合システム 
例：サプライチェーン管理システム 

地震 

 住居・ビル・橋梁・トンネル等を耐震・免震化する技術 
例：免震装置の設置階以外の部分を平常どおり利用する 
  ことが可能な免震改修工法 
 液状化防止技術 
例：地盤への空気注入による地盤改良工法 
 構造物の腐食・劣化、老朽化の状況を診断する技術 
例：コンクリート橋の劣化診断技術、道路や地表等の陥 
  没危険度の判定技術 
 建築物・構造物への被害等をシミュレーションする技術 

 送水システム 

例：大量・長時間送水により、遠距離で発生する大規模火  

  災等を鎮圧することが可能なシステム 

 地震発生後、建築物の安全性等を即座に判定するシステム 

例：建物の全層にセンサーを設置し、地震発生後の建物の 

  安全性を評価するシステム 

 地震感知器・センサー 

例：海底地震・津波観測システム 

風水害 

 地すべりを平時からモニタリングし、崩壊危険度を評価
し、警報を発するシステム 
 気象レーダ、各種センサーを利用し、ゲリラ豪雨、河川
の氾濫、土砂災害の発生を予測し、被害をシミュレーシ
ョンする技術 
 津波の浸水被害をシミュレーションするとともに、津波
発生時の避難行動を予測する技術 

 大雨や堤防決壊等の水害時に浸水防止や緊急排水を行う

技術 

例：排水運転に必要なすべての機器・機材を 1 台に搭載し    

   た排水ポンプ車 

 地域間での強靭化計画の連携を推進し、全国各地に、その地域を核とした防災・減災対策に関する産学官連携を構築すべき  
 こうした連携のなかで、わが国全体の防災・減災技術等のニーズ・シーズに関する情報を共有し、異業種間の技術開発者等の

対話を促進し、イノベーションを喚起 
 途上国のニーズを踏まえ、産学官連携により開発した防災・減災技術等を世界へ展開していくことが重要 

 世界全体の自然災害への対応力を高めていくべく、わが国の防災・減災技術等を一層展開し、利活用することが必要 
 経団連は、日本企業の持つ優れた防災・減災技術を、あらゆる機会を通じ国内外にアピール 

 

 経団連は、中長期ビジョン「『豊かで活力ある日本』の再生」（2015 年１月）において、2030 年までに目指すべき国家像の実現
に向け、防災・減災対策や国土強靭化政策の推進を重要課題として位置づけ。 

 わが国企業は、防災・減災に関する豊富な技術・ノウハウ等を蓄積。今後は、防災・減災技術の一層の利活用、開発・促進が重要。  
 2015 年３月に第３回国連防災世界会議が仙台で開催。この機会を活かし、わが国の有する防災・減災技術等を世界に発信。 

 
Ⅱ.わが国企業の有する防災・減災技術等の現状 

I．はじめに 

Ⅲ．防災・減災技術等の普及・開発促進に向けて求められる取り組み 

行政 
真に実効的な司令塔機能をより一層強化 

大学・研究機関 企業 

以 上 

（１）情報提供・共有 

 災害予測精度の向上や発生後の迅速
な避難等に資する、情報のオープ
ン・データ化 

 被害評価の見直しと基準の統一 

（２）規制改革等 （３）適切なインセンティブの付与 

 新材料・工法を展開できる実証実験の
場の提供や実施手続き等の簡素化 

 耐震工法等の効果的活用に向けた各種
規制の柔軟な適用 

 広域に渡る情報交換を実施できる通信
基盤の構築 等 

 中長期的な防災・減災対策の目標を明示 
 緊急性の高い事業所・重要施設等の耐

震化・防火工事や液状化対策について
は、優先順位付けのもと財政的に支援 

産学官連携 

 

 世界全体の自然災害への対応力を高めていくべく、わが国の防災・減災技術等を一層展開し、利活用することが必要 
 経団連は、日本企業の持つ優れた防災・減災技術を、あらゆる機会を通じ国内外にアピール 

Ⅳ．おわりに 


